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連結株主資本等変動計算書
（2024

2025
年
年
７
６
月
月
１
30
日から
日まで）

（単位：千円）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2024年７月１日残高 405,900 604,430 7,898,972 △134,789 8,774,513

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △126,557 △126,557
親会社株主に帰属
する当期純損失（△） △117,318 △117,318

自己株式の取得 △272,000 △272,000
株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の
変動額合計 − − △243,876 △272,000 △515,876

2025年６月30日残高 405,900 604,430 7,655,096 △406,789 8,258,637

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算
調整勘定

その他の包括利
益累計額合計

2024年７月１日残高 62,791 1,144,982 1,207,774 9,982,288

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △126,557
親会社株主に帰属
する当期純損失（△） △117,318

自己株式の取得 △272,000
株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額（純額） 26,047 154,693 180,740 180,740

連結会計年度中の
変動額合計 26,047 154,693 180,740 △335,135

2025年６月30日残高 88,838 1,299,676 1,388,515 9,647,152

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の数及び連結子会社の名称

連結子会社の数 7社
連結子会社の名称
株式会社三ツ知製作所、株式会社三ツ知部品工業、
株式会社創世エンジニアリング、Thai Mitchi Corporation Ltd.、
Mitsuchi Corporation of America、三之知通用零部件（蘇州）有限公司、
Mitsuchi India Pvt. Ltd.

② 非連結子会社の名称等
該当ありません。

（2）持分法の適用に関する事項
① 持分法適用の非連結子会社

該当ありません。
② 持分法を適用していない非連結子会社の名称等

該当ありません。
（3）連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうちThai Mitchi Corporation Ltd.、Mitsuchi Corporation of America
及びMitsuchi India Pvt. Ltd.の決算日は３月31日、三之知通用零部件（蘇州）有限公司の
決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては、３月31日現在の計算書
類又は仮決算により作成した計算書類を使用しておりますが、連結決算日との間に生じた重
要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

（4）連結の範囲の変更に関する事項
当連結会計年度より、Mitsuchi India Pvt. Ltd.の株式取得により、同社を連結の範囲に

含めております。
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（4）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
市場価格のない株
式等以外のもの

……時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

市場価格のない株
式等

……移動平均法による原価法

棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品及び製品、
仕掛品、原材料

……月次総平均法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

貯 蔵 品……最終仕入原価法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
有 形 固 定 資 産
（リース資産を除く）

……定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ３年〜50年
機械及び装置 ２年〜12年

無 形 固 定 資 産
（リース資産を除く）

……定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用
可能期間（５年）に基づいております。

リ ー ス 資 産……所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採
用しております。なお、国際財務報告基準を適用する在外連結
子会社については、IFRS第16号「リース」を適用しており、
資産に計上された使用権資産の減価償却方法は定額法によって
おります。
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③ 重要な引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金……従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額
に基づき当連結会計年度負担額を計上しております。

役員退職慰労引当金……役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に
基づく期末要支給額を計上しております。

④ 重要な収益及び費用の計上基準
当社グループは主として自動車部品の製造・販売を行っております。これらの製品の販
売については、主に完成した製品を顧客に納入することを履行義務として識別してお
り、原則として、製品を納入した時点で当該製品に対する支配が顧客に移転し履行義務
が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。国内の販売については、
出荷時から当該製品の支配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間である場合に
は、原則として出荷時に収益を認識しております。これらの履行義務に対する対価は、
履行義務を充足してから1年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりませ
ん。有償受給取引については、顧客から購入した原材料等の支払いは、顧客に支払われ
る対価に該当するものと判断し、当該金額を取引価額から減額した額を収益として認識
しております。

（5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。
なお、在外連結子会社の資産及び負債は、各社の決算日の直物為替相場により円貨に換

算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における
為替換算調整勘定に含めて計上しております。

（6）のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、７年間の定額法により償却を行っております。

（7）その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
退職給付に係る会計処理の方法
当社及び国内連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付

に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しておりま
す。
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２．会計方針の変更に関する注記
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月

28日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用してお
ります。
法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022

年改正会計基準第20−３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計
基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正
適用指針」という。）第65−２項(2) ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。
なお、この変更による連結計算書類に与える影響はありません。
また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる

場合の連結計算書類における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用
指針を当連結会計年度の期首から適用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用さ
れ、前連結会計年度については遡及適用後の連結計算書類となっております。なお、この変
更による前連結会計年度の連結計算書類に与える影響はありません。

３．表示方法の変更に関する注記
連結損益計算書
前連結会計年度において「営業外収益」の「その他」に含めていた「受取賃貸料」（前連

結会計年度6,968千円）及び「固定資産売却益」（前連結会計年度16,732千円）は、重要性
が増したため、当連結会計年度より区分掲記しております。
前連結会計年度において区分掲記しておりました「営業外費用」の「賃貸費用」（当連結

会計年度6,332千円）については、重要性が乏しくなったため、当連結会計年度においては
「その他」に含めて表示しております。

４．収益認識に関する注記
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位:千円）
地 域

合 計
日本 米国 タイ 中国

自動車用部品 6,297,914 1,438,467 2,273,442 260,871 10,270,695

非自動車用部品 2,057,028 − 82,898 1,373 2,141,301
顧客との契約から生
じる収益 8,354,942 1,438,467 2,356,340 262,245 12,411,996

外部顧客への売上高 8,354,942 1,438,467 2,356,340 262,245 12,411,996

（2）収益を理解するための基礎となる情報
「1.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等、(4)会計方針に関
する事項、④重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。
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５．会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であっ

て、翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のと
おりです。
固定資産の減損
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

有形固定資産 4,763,832千円
② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループは、固定資産の減損の兆候が存在する場合には、当該資産又は資産グルー
プから得られる将来キャッシュ・フローに基づき、減損の認識の要否の判定を実施してお
ります。減損の兆候の把握、減損損失の認識の要否の判定は慎重に検討しておりますが、
市場環境の変化及び会社の経営状況により、その見積り額の前提とした条件や仮定に変更
が生じた場合、減損処理が必要となる可能性があります。
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６．連結貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 9,870,350千円
（2）圧縮記帳額

有形固定資産について、取得価額から控除した圧縮記帳額は、建物及び構築物10,538千
円、機械装置及び運搬具86,161千円、その他246千円であります。

７．連結損益計算書に関する注記
減損損失
当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類 金額

中国江蘇省 自動車部品製造関連設備 リース資産等 134,320千円

福岡県久留米市 その他 のれん 46,275千円

当社グループは、管理会計上の区分を基礎にグルーピングを行っております。
上記の資産グループは、営業活動から生ずる損益がマイナスであり、短期的な業績の改善が

見込まれないとの判断に至ったため、当該資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減
少額を減損損失として特別損失に計上しております。
なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しており、使用価値は零として

評価しております。
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８．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 5,304,040株
（2）配当に関する事項
① 配当金支払額
決議 株式の種類 配当金の総額

（千円）
１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2024年９月26日
定時株主総会 普通株式 75,934 15.0 2024年６月30日 2024年９月27日

2025年２月３日
取締役会 普通株式 50,622 10.0 2024年12月31日 2025年３月14日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな
るもの
2025年9月25日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次

のとおり提案しております。
①配当金の総額 46,622千円
②１株当たり配当金 10.0円
③基準日 2025年６月30日
④効力発生日 2025年９月26日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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９．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については短期的な預金等で運用し、また、資金調達については、主
に金融機関からの借入による方針であります。デリバティブ取引については、外貨建債権
債務等及び借入金の残高の範囲内で個別的に利用することとしており、投機的な取引は行
わない方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されてお

りますが、当該リスクに関しましては、社内規定に従い、営業部門が取引先の状況をモニ
タリングするほか、管理部門も入金・残高管理を行うことで、回収懸念の早期把握やリス
クの軽減を図っております。また、外貨建債権については、為替の変動リスクに晒されて
おりますが、管理部門が残高管理を行い、定期的に管理担当取締役に対し報告しておりま
す。
投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有

する企業の株式であり、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握してお
ります。
営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、ほとんど１年以内の支払期日で

あります。また、借入金、社債及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に
設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであります。

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を

採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
2025年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、「現金及び預金」「受取手形及び売掛金」「電子記録債権」「支払
手形及び買掛金」「電子記録債務」「短期借入金」「未払法人税等」については、短期間で決
済されるため、時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。
市場価格のない株式等は、次表に含めておりません（（注）参照）。

連結貸借対照表計上額(千円) 時価(千円) 差額(千円)
投 資 有 価 証 券
そ の 他 有 価 証 券 275,949 275,949 −
社 債
（１年内償還予定の社債を含む） 50,000 49,989 △10
長 期 借 入 金
（１年内返済予定の長期借入金を含む） 1,401,504 1,357,624 △43,879
リ ー ス 債 務 157,312 159,120 1,807
※リース債務は流動負債、固定負債の合計額であります。

(注）市場価格のない株式等
区 分 連結貸借対照表計上額(千円)
非上場株式 30,797
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（３）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ
属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
区分 時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
その他有価証券 275,949 − − 275,949

資産計 275,949 − − 275,949

②時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
区分 時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
社債 − 49,989 − 49,989
長期借入金 − 1,357,624 − 1,357,624
リース債務 − 159,120 − 159,120

負債計 − 1,566,734 − 1,566,734
(注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その

時価をレベル１の時価に分類しております。
社債（１年内償還予定の社債を含む）
元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算

定しており、レベル２の時価に分類しております。
長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）、リース債務
元利金の合計額を同様の新規借入金又はリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在

価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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10．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 2,069円19銭
（2）１株当たり当期純損失 23円45銭

11．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書
（2024

2025
年
年
７
６
月
月
１
30
日から
日まで）

（単位：千円）
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計別途

積立金
繰越利益
剰余金

2024年７月１日残高 405,900 602,927 1,502 604,430 12,500 3,151,000 1,429,377 4,592,877
事業年度中の変動額
剰余金の配当 △126,557 △126,557
当期純利益 43,645 43,645
自己株式の取得
株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 − − − − − − △82,912 △82,912
2025年６月30日残高 405,900 602,927 1,502 604,430 12,500 3,151,000 1,346,465 4,509,965

株主資本 評価・換算差額等
純資産
合計自己株式 株主資本

合計

その他
有価証券
評価
差額金

評価・
換算
差額等
合計

2024年７月１日残高 △134,789 5,468,418 62,029 62,029 5,530,447
事業年度中の変動額
剰余金の配当 △126,557 △126,557
当期純利益 43,645 43,645
自己株式の取得 △272,000 △272,000 △272,000
株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額（純額）

25,311 25,311 25,311

事業年度中の変動額合計 △272,000 △354,912 25,311 25,311 △329,600
2025年６月30日残高 △406,789 5,113,506 87,340 87,340 5,200,847
（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式及び関係会社出資金……移動平均法による原価法
そ の 他 有 価 証 券
市場価格のない株式
等以外のもの

……時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）

市場価格のない株式等……移動平均法による原価法
② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商 品 及 び 製 品、
仕 掛 品、 原 材 料

……月次総平均法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

貯 蔵 品……最終仕入原価法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

（2）固定資産の減価償却の方法
有 形 固 定 資 産
（リース資産を除く）

……定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ３年〜50年
機械及び装置 ７年〜９年

無 形 固 定 資 産
（リース資産を除く）

……定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利
用可能期間（５年）に基づいております。

リ ー ス 資 産……所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を
採用しております。
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（3）引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

退 職 給 付 引 当 金……従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職
給付債務及び年金資産に基づき計上しております。
なお、当事業年度末においては、年金資産の額が退職給付債
務を超えているため、前払年金費用として計上しておりま
す。

役員退職慰労引当金……役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程
に基づく期末要支給額を計上しております。

（4）収益及び費用の計上基準
当社は主として自動車部品の製造・販売を行っております。これらの製品の販売につい

ては、主に完成した製品を顧客に納入することを履行義務として識別しており、原則とし
て、製品を納入した時点で当該製品に対する支配が顧客に移転することから、履行義務が
充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。国内の販売については、出荷
時から当該製品の支配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間である場合には、原則
として出荷時に収益を認識しております。これらの履行義務に対する対価は、履行義務を
充足してから1年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。有償受給
取引については、顧客から購入した原材料等の支払いは、顧客に支払われる対価に該当す
るものと判断し、当該金額を取引価額から減額した額を収益として認識しております。

（5）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。
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２．会計方針の変更に関する注記
連結注記表（会計方針の変更に関する注記）に記載した内容と同一であるため、注記を省

略しております。

３．表示方法の変更に関する注記
損益計算書
前事業年度において「営業外収益」の「その他」に含めていた「保険解約返戻金」（前事

業年度21,741千円）は重要性が増したため、当事業年度より区分掲記しております。また
前事業年度において区分掲記しておりました「営業外費用」の「賃貸費用」（当事業年度
6,822千円）及び「支払補償費」（当事業年度6,099千円）については、重要性が乏しくなっ
たため、当事業年度においては「その他」に含めて表示しております。

４．収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表の「４.収益

認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

５．会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事

業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
固定資産の減損
① 当事業年度の計算書類に計上した金額

有形固定資産 2,040,717千円
② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結注記表「会計上の見積りに関する注記」に同様の内容を記載しているため、当該項
目をご参照ください。
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６．貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 2,567,524千円

（2）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分掲記は除く）
短 期 金 銭 債 権 959,957千円
短 期 金 銭 債 務 532,807千円

（3）取締役、監査役（執行役）に対する金銭債権及び金銭債務
金 銭 債 務 3,360千円

７．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
売 上 高 946,522千円
仕 入 高 2,008,299千円
そ の 他 の 営 業 取 引 27,130千円
営 業 取 引 以 外 の 取 引 高 113,764千円

８．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
普通株式 641,748株

― 17 ―



９．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
棚 卸 資 産 評 価 損 34,361千円
関 係 会 社 株 式 評 価 損 11,269千円
未 払 事 業 所 税 3,699千円
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 10,883千円
そ の 他 29,703千円

小 計 89,917千円
評 価 性 引 当 額 △51,162千円
繰 延 税 金 負 債 と 相 殺 △38,754千円

合 計 −千円
繰 延 税 金 資 産 合 計 −千円

繰延税金負債
退職給付引当金変更差益 △40,353千円
その他有価証券評価差額金 △40,386千円
そ の 他 △8,859千円

小 計 △89,599千円
繰 延 税 金 資 産 と 相 殺 38,754千円

合 計 △50,844千円
繰 延 税 金 負 債 合 計 △50,844千円
差引:繰延税金資産(負債)の純額 △50,844千円
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10．関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

属性 会社等
の名称 所在地

資本金
又は
出資金

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合(％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会
社

株式会社三
ツ知製作所

三重県
松阪市

10,000
千円

自 動 車 部
品、 自 動
車 用 カ ス
タ ム フ ァ
ス ナ ー の
製 造、 販
売

所有
直接100.0

役員の兼任
当社製品の製造
設備の賃貸

原 材 料、
製 品 の 仕
入 及 び 製
品 の 加 工
(注)１

1,904,602

電子記録
債務 314,709

買掛金 196,359

子会
社

株式会社三
ツ知部品工
業

愛知県
春 日 井
市

10,000
千円

自 動 車 部
品の製造、
販売

所有
直接100.0

役員の兼任
当社製品の製造
設備の賃貸借

原 材 料、
製 品 の 仕
入 及 び 製
品 の 加 工
(注)１

85,265 未収入金
(注)２ 250,465

子会
社

Thai
Mitsuchi
Corporation
Ltd.

タ イ 国
パ ト ム
タニ県

100,000
千THB

自 動 車 部
品、 自 動
車 用 カ ス
タ ム フ ァ
ス ナ ー の
製 造、 販
売

所有
直接50.0
間接50.0

役員の兼任
当社製品の製造、
販売
設備の賃貸
債務の保証

製 品 の 販
売 及 び ロ
イ ヤ リ テ
ィ ー 収 入
(注)１

318,478 売掛金 100,147

子会
社

Mitsuchi
Corporation
of America

米 国 テ
ネ シ ー
州

5,037
千US$

自 動 車 部
品、 自 動
車 用 カ ス
タ ム フ ァ
ス ナ ー の
製 造、 販
売

所有
直接88.3
間接11.7

役員の兼任
当社製品の製造、
販売
設備の賃貸

製 品 の 販
売 及 び ロ
イ ヤ リ テ
ィ ー 収 入
(注)１

613,390 売掛金 581,066

子会
社

Mitsuchi
India Pvt.
Ltd.

イ ン ド
国 ハ リ
アナ州

180,000
千INR

自 動 車 部
品、 自 動
車 用 カ ス
タ ム フ ァ
ス ナ ー の
製 造、 販
売

所有
直接100.0 増資の引受

増 資 の 引
受
(注)３

318,423 ー ー

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．取引条件については、市場価格等を勘案して、価格交渉の上で決定しております。

各社とのロイヤリティー取引については、両社が協議して決定した契約上の料率に基づき受け取っ
ております。

２．前事業年度に未収入金に対して関係会社貸倒引当金32,919千円を計上しておりましたが、当事業年
度には同額の関係会社貸倒引当金戻入額を計上しております。

３．増資の引受につきましては、当社がMitsuchi India Pvt. Ltd.の行った株主割当増資を１株につき
10INRで引き受けたものであります。

４．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
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11．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 1,115円51銭
（2）１株当たり当期純利益 ８円72銭

12．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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